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市
で
は
、
こ
れ
ま
で
整
備
し
た
資
産
や
借
入
金
な
ど
の
ス
ト
ッ
ク
情

報
や
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
要
し
た
コ
ス
ト
情
報
な
ど
を

詳
し
く
理
解
し
て
い
た
だ
く
た
め
に
、
地
方
公
会
計
制
度
に
よ
る
財
務

書
類
（
貸
借
対
照
表
・
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
・
純
資
産
変
動
計
算
書
）

を
「
総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
」
を
用
い
て
作
成
し
ま
し
た
。
今
回
は
、

平
成　

年
度
決
算
を
基
に
作
成
し
た
市
の
※

普
通
会
計
の
財
務
書
類
を

２３

公
表
し
ま
す
。

　

貸
借
対
照
表
（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）
と
は
、
年
度
末
に
お
け
る
市
の

資
産
と
そ
の
資
産
形
成
の
た
め
に
ど
の
よ
う
な
財
源
（
負
債
・
純
資
産
）

で
賄
っ
て
き
た
か
を
一
目
で
わ
か
る
よ
う
に
表
し
た
財
務
報
告
書
で

す
。
平
成　

年
度
末
現
在
、
市
が
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に

２３

保
有
し
て
い
る
土
地
や
建
物
な
ど
の
財
産
（
資
産
）
は
８
５
５
億
８
千

万
円
で
、
こ
の
う
ち
の
約
７
割
超
に
あ
た
る
６
３
２
億
１
千
万
円
が
現

在
ま
で
の
世
代
が
す
で
に
負
担
し
た
も
の
で
、
残
る
２
２
３
億
７
千
万

円
が
将
来
世
代
の
負
担
で
返
済
し
て
い
く
債
務
と
な
り
ま
す
。
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◇資産１５．０億円増の主な理由
　資産の評価減があった一方で、財政調整基金や
減債基金などを積み増ししたため。

◇負債３．６億円減の主な理由
　市債残高が減少したため。

◇純資産１８．６億円増の主な理由
　行政コストおよび災害復旧事業の増があった
一方で、一般財源が震災復興特別交付税の創設に
より増加したため。

負　債 ３．６億円減資　産
１５．０億円増 純資産 １８．６億円増

　　計 ８５５．８億円

【内訳】

■公共資産 ７５５．１億円　
道路、公園、学校、庁舎など

■投資など ４９．６億円　
基金、出資金、長期延滞債権など

■流動資産 ５１．１億円　
現金・預金、財政調整基金、市税、
未収金など

　（うち歳計現金 ２４．４億円）

　市が所有している財産の内容と金額です。
行政サービスの提供能力を示しています。

　資　産 ８５５．８億円
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　　計 ８５５．８億円

　借入金（地方債）や将来の職員の退職手当な
ど、将来世代の負担で返済していく債務です。

　負　債 ２２３．７億円

　公共施設や基金などの資産形成のうち、現
在までの世代がすでに負担しているものが純
資産（正味資産）となります。

　純資産 ６３２．１億円
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　市民１人あたり１５３．３万円の資産があり、その資
産形成のために、これから負担する金額が４０．１万円
で、これまでに支払い済みの金額が１１３．２万円であ
ることを意味します。

※平成２４年３月３１日現在の住民基本台帳人口５５，８３５
人を基に算出しました。

負　債 ４０．１万円資　産
１５３．３万円 純資産 １１３．２万円
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財
政
課
財
政
グ
ル
ー
プ
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１
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１

（
内
線
５
２
２
・
５
２
３
）

問
い
合
わ
せ



広報なか１２月号７

　

市
の
行
政
活
動
は
、
福
祉
や
教
育
な
ど
に
お
け
る
人
的
サ
ー
ビ
ス

や
給
付
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
な
ど
、
資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
行
政

サ
ー
ビ
ス
が
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
。「
行
政
コ
ス
ト
計
算

書
」
は
、
市
が
１
年
間
に
提
供
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た
コ
ス

ト
（
原
価
･
費
用
）
と
、
そ
の
財
源
で
あ
る
使
用
料
･
負
担
金
な
ど

の
収
入
を
明
ら
か
に
し
た
も
の
で
す
。

　

平
成　

年
度
の
市
の
行
政
コ
ス
ト
の
総
額
は
１
６
５
億
６
千
万
円

２３

で
、
そ
れ
ら
の
経
費
に
充
て
る
た
め
得
た
収
入
が
４
億
９
千
万
円
、

差
引
１
６
０
億
７
千
万
円
が
純
コ
ス
ト
と
な
り
ま
す
。

　
「
純
資
産
変
動
計
算
書
」
は
、
貸
借
対
照
表
の
純
資
産
（
正
味
資

産
）
の
変
動
状
況
を
表
し
た
も
の
で
、
純
資
産
が
ど
の
よ
う
な
要

因
で
増
減
し
て
い
る
の
か
を
示
し
た
も
の
で
す
。
平
成　

年
度
末

２２

の
純
資
産
残
高
６
１
３
億
５
千
万
円
か
ら
平
成　

年
度
の
純
経
常

２３

行
政
コ
ス
ト
１
６
０
億
７
千
万
円
と
災
害
復
旧
事
業　

億
円
を
引

１８

き
、
こ
れ
に
市
税
な
ど
の
一
般
財
源
等
１
６
１
億
７
千
万
円
と
そ

の
他　

億
６
千
万
円
を
加
え
た
も
の
が
平
成　

年
度
末
の
純
資
産

３５

２３

残
高
と
な
り
ま
す
。
平
成　

年
度
末
の
市
の
純
資
産
残
高
は
、
地

２３

方
交
付
税
の
増
額
な
ど
に
よ
り　

億
６
千
万
円
増
加
し
、
６
３
２

１８

億
１
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

経常収益（Ｂ） ４．９億円
使用料・手数料・分担金・負担金などの収入

【内訳】
■人にかかるコスト ３８．１億円
職員の給与・退職手当など

■物にかかるコスト ５０．９億円
物品購入、光熱水費、施設などの修繕費、減価償却費など

■移転支出的なコスト ７３．４億円
生活保護費、子ども手当、各種補助金、繰出金など

■その他のコスト ３．２億円
地方債の利子など

経常行政コスト（Ａ） １６５．６億円

｢行政コスト計算書｣の純経常行政コストは、
「純資産変動計算書」の純経常行政コストと一致します。

純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ） １６０．７億円
経常行政コストから経常収益を差し引いた純粋な行政コスト

�
�
�
�
�
�
�
	

�

�
�
�
�
�
�
�
	

� 期首（平成２２年度末）純資産残高  ６１３．５億円

【内訳】

■純経常行政コスト △１６０．７億円
純粋な行政コスト（「行政コスト計算書」の純経常行政コスト）

■一般財源等 １６１．７億円
市税、地方交付税など

■災害復旧事業 △１８．０億円
東日本大震災等に係るもの

■その他 ３５．６億円
補助金等の受け入れ、資産評価替えによる変動額など

当期変動高 １８．６億円

｢純資産変動計算書｣の期末純資産残高は、
「貸借対照表」の純資産と一致します。

期末（平成２３年度末）純資産残高 ６３２．１億円

【
用
語
解
説
】

※「
普
通
会
計
」と
は

　

自
治
体
間
の
財
政
比
較
な
ど
を
可
能
に
す
る
た

め
、
地
方
財
政
の
統
計
上
、
全
国
統
一
的
に
用
い

ら
れ
て
い
る
会
計
区
分
で
す
。

　

本
市
の
普
通
会
計
は
一
般
会
計
と
公
園
墓
地
事

業
特
別
会
計
、
上
菅
谷
駅
前
地
区
土
地
区
画
整
理

事
業
特
別
会
計
、
那
珂
地
方
公
平
委
員
会
特
別
会

計
の
各
会
計
の
合
計
で
す
。
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現
在
の
地
方
公
共
団
体
の
会
計
制
度

は
、
予
算
の
適
正
・
確
実
な
執
行
に
資
す

る
た
め
、
単
年
度
の
収
入
・
支
出
を
対
比

し
た
現
金
の
流
れ
に
主
眼
が
置
か
れ
た

「
現
金
主
義
」が
採
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ

の
こ
と
に
よ
り
、
決
算
書
か
ら
そ
の
年
に

ど
の
よ
う
な
収
入
が
あ
り
、
そ
れ
を
ど
の

よ
う
に
使
っ
た
と
い
っ
た
現
金
の
動
き
が

わ
か
り
や
す
い
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
こ
の
制
度
で
は
、
地
方
公

共
団
体
が
整
備
し
て
き
た
資
産
の
情
報
や

行
政
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
た
め
に
発
生
し
た

１
年
間
の
コ
ス
ト
の
情
報
が
把
握
で
き
ま

せ
ん
で
し
た
。

　

そ
の
よ
う
な
中
、
平
成　

年
８
月
に
総

１８

務
省
よ
り
「
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
行

政
改
革
の
更
な
る
推
進
の
た
め
の
指
針
」

が
地
方
公
共
団
体
に
示
さ
れ
、
地
方
公
共

団
体
は
、
資
産
や
債
務
の
情
報
が
わ
か

る
、
企
業
会
計
的
な
手
法
を
取
り
入
れ

た
、
公
会
計
整
備
の
推
進
に
取
り
組
む
こ

と
が
求
め
ら
れ
ま
し
た
。
平
成　

年
秋
か

２１

ら
は
、
人
口
３
万
人
以
上
の
市
に
つ
い
て

は
財
務
書
類
の
整
備
・
公
表
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

那
珂
市
の
財
務
書
類
等
の
詳
細
に
つ
い

て
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
い

ま
す
。




